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金   額科    目 金   額 科    日

854,787

164,069

500,000

8,616

95,979

6,422

15,852
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16,227

514,921

443,205

8,271
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固 定 負 償

長 期 預 り 保 証 金

役員退職慰 労引 当金

資 産 除 去 債 務

長 期 繰 延 税 金 負 債

負 債 合 計 1,869,708

603,252

490,000

10,000

10,000

103,252

125,000

△ 21,747

△ 21,747

(純 資 産 の 部)

株 主 資 本

資   本    金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利  益  深1 余  金
利 益 準 備 金
その他利益深1余 金

繰越利益界1余 金

603,252

1,195,316

444,877

189,413

94,628

917

54,243

115,827

54,888

777,644

300,594

116,610

10,179

16

27,247

146,540

5,622

4,476

30

1,116

471,427

10,000

104,061

15,554

332,558

89,980

△ 80,676

216,791

24,725

△ 997

純 資 産 合 言十

(資 産 の 部)

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売   掛    金
関 係 会 社 未 収 入 金

未 収 還 付 法 人 税 等

未 収 還 付 消 費 税 等

商       品

前 払 費 用

1年 以 内 回 収 予 定
敷 金 ・ 保 証 金

そ   の   他
貸 倒  引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建      物

構   築   物
車 両 運 搬 具

器 具 及 び 1常 品

土      地

無形固定資産

電 話 加 入 権

商   標   権
ン フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

破 産 更 生 債 権 等

前 払 年 金 費 用

敷 金 ・ 保

'正

金

そ   の   他
貸 倒 引 当 金

負債・純資産合計 1,972,960資 産 合 計 1,972,960

貸  借  封  照  表
(2020年 3月 31日 現在)
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個 別 注 記 表

I 重要な会計方針に係る事項に関する注祀
1.資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品

物流センター在庫 移動平均法による原価法

店鋪在庫 最終仕入原価法

なお、収益性が低下した棚卸資産については、中員簿価額を切下げております。

2・ 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産 (リース資産を除く)

定率法 (ただし、平成10年4月 1日 以降に取得した建物 (平成31年 3月 31日 以前に取得した

建物附属設備を除く)については、定額法)を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物           2～ 22年

構築物          2～ 17年

車両運搬具          4年
器具及び備品       2～ 8年

(2)無形固定資産 (リース資産を除く)

商標権

10年による定額法を採用しております。

自社不可用のソフトウェア

社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用しております。

(3)リース資産

該当事項はありません。

3,引 当金の計上基準

(1)貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権及び破産更生債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

(2)退職給付引当金 (前払年金費用)

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差果は、その発生時に

(3)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、会社内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。
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4.その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理

税抜方式によつております。

(2)端数処理

配載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

1.有形固定資産の減価償却累計額 540,l13千円

2.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 (区分表示したものを除く)

短期金銭償権               94,628千 円

短期金銭債務                2,420千 円

Ⅳ 税効果会計に関する注記

繰延税金負債の発生の主な原因別の内駅

繰延税金負債

資産除去償務に対応する有形固定資産

前払年金費用

合 計

3,151千円

4,762

7,914千円
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V関 連当事者との取引に関する注記
1,親会社及び法人主要株主等

Ⅵ l株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額

1株当たり当期純損失

(注 )1・ 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

2・ 取引条件及び取引条件の決定方針

※1当社における他の取引先と1司様の条件にて取引を行つております。

2.子会社及び関連会社等

(注 )と ,取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

2.取引条件及び取引条件の決定方針

※1当社における他の取引先と同わ業の条件にて取引を行つております。

3.兄弟会社節

(注)1.取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

2.取引条件及び取引条件の決定方針

※l当社における他の取引先と同様の条件にて取引を行つております。

(単位 :千円)

(単位 :千円)

(単位 :千円)

603 円25銭

82 円14碇堤

属性 会社幹の名称
磁決鞄等の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科 日 期末残高

親会社 伽やまや 被所有

直}芸 56.0%

役員の栄任

仕八先

経営指導

※1

29,588

属性 会社等の名称
鵬次L小値縛の所右

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 つぼ人酒類販売僻 所有

直接 100%

直皆店指導 酒類の仕入

食材の売上

※1

179,404

401,343

属性 会社等の名称
競汰L′確等の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科 目 ,切末残高

親会社の

子会社

チムニー仰 被所有

直接 34.0%

役員の栄任

仕入先

経営指導

※1

78,953
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